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「法を語る国」から「法を使える⼒を⽀える国」へ 
―南シナ海における法の⽀配と⽇本の海洋能⼒構築⽀援 

 
⾜⽴ 圭弥 

 
 
 
１ はじめに 
 
「⼒の⽀配」への回帰か、あるいは「法の⽀配」の堅持か。法の⽀配に基づく国際秩
序は、岐路に⽴たされている。ロシアのウクライナ侵攻は、法の⽀配の危機を世界に
可視化した⼀⽅で、南シナ海では、それ以前から海警船や⺠兵船を⽤いたグレーゾー
ンの⾏動により、法の⽀配は静かに空洞化している。国際法が存在しても、それを執
⾏できる主体がいなければ、法は現場で機能しない。⽇本に求められているのは、国
際法の正当性を説く「法を語る外交」にとどまらない。沿岸国が国際法上の権利を⾃
律的に⾏使できる能⼒を⽀援する「法を使える⼒を⽀える外交」への転換である。 

本稿では、2026 年 5 ⽉に発表された、進化版 FOIP1が掲げる海洋安全保障能⼒・
法執⾏能⼒強化を、南シナ海の現場で具体化するための運⽤原則を提⽰する。具体的
には、ODA・OSA 等の⽀援⼿段を単に拡⼤・⼀体化するのではなく、沿岸国の監
視・証拠化・主張・発信・執⾏という法執⾏プロセスに沿って機能的に接続する枠組
みを論じる。 
 
 
２ 国際社会における法の⽀配と本稿の射程 
 

「法の⽀配」は、現代の国際社会において頻繁に⾔及される概念であるが、その内
実は必ずしも⾃明ではない。Chesterman は、権⼒⾏使の制約⼿段としての「薄い法
の⽀配」と、⼈権や統治体制を含む「厚い法の⽀配」を区別し、前者を、恣意的⽀配
の否定、権⼒の法による拘束、法の下の平等によって構成されるものと整理した2。 

 
1 本稿でいう進化版 FOIP とは、2026 年 5 ⽉ 2 ⽇の⾼市総理外交政策スピーチおよび外務省
資料「進化した『⾃由で開かれたインド太平洋』」で⽰された、FOIP の新たな具体化⽅針を
指す。外務省「⾼市総理による外交政策スピーチ」2026 年 5 ⽉ 2 ⽇、4‒8 ⾴；外務省「進化
した『⾃由で開かれたインド太平洋』―共に、強く豊かに」2026 年 5 ⽉、1‒3、6 ⾴。 
2 Chesterman, Simon, “An International Rule of Law?”, The American Journal of Comparative 
Law, Vol. 56, No. 2, 2008, pp. 331‒361 
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本稿では、この「薄い法の⽀配」に倣い、法の⽀配を、⼒ではなく法によって国家
⾏動を拘束し、恣意的な権⼒⾏使を抑制する原理として⽤いる。特に、武⼒不⾏使、
紛争の平和的解決、国際法の⼀貫した適⽤を通じて、⼤国による武⼒⾏使やグレーゾ
ーンの威圧的⾏為を抑制する機能に焦点を当てる。 

もっとも、主権国家が併存する国際社会には、国内社会のような⼀元的執⾏機関が
存在しない。各国が国際法上の権利を監視・証拠化し、主張・発信・執⾏する能⼒を
備えてこそ、国際法は⼤国の恣意的な権⼒⾏使を拘束する実効性を持ちうる。 

本稿では、この監視・証拠化・主張・発信・執⾏の連鎖を、法の⽀配が国際社会で
実効性を持つための前提として整理する3。 
 
 
３ 南シナ海における法の⽀配の実効性危機 
 
第⼆次世界⼤戦後の安全保障秩序は、国連憲章を中核とする法と制度を基盤として

構想されてきた4。その実効性が常に確保されてきたわけではないにせよ、武⼒によ
る領⼟変更の禁⽌は、この秩序を⽀える中核的規範として広く共有されてきた。とり
わけ中⼩国にとって、この規範は、⼤国の恣意的な武⼒⾏使を抑え、⾃国の主権と安
全を確保するために不可⽋である。しかし今⽇、この規範は、ロシアによるウクライ
ナ侵攻に代表される⼤国の国際法逸脱によって揺らいでいる。 

本稿が特に注⽬するのは、明⽩な国際法違反として可視化されにくい、南シナ海に
おけるグレーゾーンの現状変更である。中国は 2016 年の南シナ海仲裁判断5を受け⼊
れず、九段線に基づく主張を維持してきた。また、フィリピン・ベトナムなどの排他
的経済⽔域周辺で、海警船・⺠兵船・⼈⼯島の軍事化、補給任務への放⽔や接近妨害
等を通じて、沿岸国による国連海洋法条約（UNCLOS）上の権利⾏使を困難にして
いる6。こうした⾏為は、全⾯的な武⼒⾏使と異なり、⾏為主体、意図、法的評価を

 
3「監視・証拠化・主張・発信・執⾏」という整理は、本稿独⾃の分析枠組みである。国際違
法⾏為の帰属・義務違反、責任援⽤、請求通知、対抗措置については国家責任条⽂に、国際
法上の主張が正当化・批判・世論形成を通じて国家⾏動を制約しうる点については⼤沼の議
論に基づく。International Law Commission, Articles on Responsibility of States for 
Internationally Wrongful Acts, 2001, Arts. 2, 30, 42, 43, 49, 52; ⼤沼保昭「国際法と⼒、国際
法の⼒」⼤沼保昭編『国際社会における法と⼒』⽇本評論社、2008 年、69‒71 ⾴。  
4 細⾕雄⼀『危機の三⼗年 ―冷戦後秩序はなぜ崩壊したか』新潮選書、2026 年、21‒47
⾴。 
5 The South China Sea Arbitration (The Republic of the Philippines v. The Peopleʼs Republic 
of China), Award, PCA Case No. 2013-19, 12 July 2016. 
6 外務省『令和 8 年版外交⻘書』2026 年 4 ⽉、82‒83 ⾴。 
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曖昧にし、国際的⾮難や対抗措置を回避しやすい。 
ここに、法の⽀配の危機の⼀つの核⼼がある。すなわち、UNCLOS 上の権利が形

式上存在しても、それを監視し、証拠化し、主張し、発信し、執⾏する能⼒を沿岸国
が持たなければ、法は現場で機能しない。実際、南シナ海での法的秩序の動揺は、沿
岸国に軍事・海上法執⾏能⼒の増強を促している。例えば、フィリピンの 2024年の
軍事⽀出は前年⽐約 19％増加している7。しかし、装備や予算を単純に増やすだけで
は、グレーゾーン⾏為の曖昧性や否認可能性を崩すことはできない。したがって必要
なのは、沿岸国が国際法上の権利を現場で⽤いる能⼒を⾼める⽀援である。 
 
 
４ 進化版 FOIP の⽅向性と東南アジアの政策需要 
 

では、なぜ⽇本がこの役割を担うべきなのか。第⼀に、南シナ海および周辺海域
は、⽇本のシーレーンと⾃由で開かれたインド太平洋（FOIP）8の中核に位置し、⽇
本の安全保障と経済に直結する。第⼆に、⽇本はフィリピン沿岸警備隊への巡視船供
与・能⼒構築⽀援を含め、海上保安庁を中⼼とする海上法執⾏、海上⾃衛隊等を通じ
た海洋情報把握（MDA）、警戒監視、防衛協⼒の経験を蓄積してきた。第三に、⽇本
には、ODA、OSA9、防衛装備移転、海上保安⽀援、MDA ⽀援等を組み合わせる政
策基盤がある10。進化版 FOIP も、これらをシームレスに活⽤し、地域諸国の安全保
障能⼒・法執⾏能⼒を強化する⽅向性を⽰した。 
この⽅向性は、東南アジア側の政策需要とも合致する。ISEAS の 2026 年調査で

も、南シナ海における中国の⾏動や偶発的衝突への懸念が⾼く、⾏動規範についても
UNCLOS を含む国際法との整合性を求める回答が最多であった11。これは、東南ア
ジア側が、抽象的な価値外交ではなく、UNCLOS 上の権利を現場で守る能⼒を必要
としていることを⽰唆する。 

 
7 Stockholm International Peace Research Institute, SIPRI Yearbook 2025: Armaments, 
Disarmament and International Security, Oxford University Press, 2025, p. 107. 
8 「⾃由で開かれたインド太平洋」とは、法の⽀配、航⾏の⾃由等を基礎として、インド太平
洋地域の平和、安定および繁栄を確保しようとする⽇本の外交構想である。中⻄寛「⽇本外
交における『⾃由で開かれたインド太平洋』」『外交』第 52号、2018 年、12‒19 ⾴も参照。 
9 ODA は政府開発援助、OSA は政府安全保障能⼒強化⽀援を指す。 
10 外務省『2025 年度版開発協⼒⽩書 ―⽇本の国際協⼒』2026 年 3 ⽉、57 ⾴；外務省『令
和 8 年版外交⻘書』前掲注 6、198‒199 ⾴；外務省「進化した『⾃由で開かれたインド太平
洋』―共に、強く豊かに」前掲注 1、4 ⾴。 
11 Lin, J. et al., The State of Southeast Asia: 2026 Survey Report, Singapore: ISEAS ‒ Yusof 
Ishak Institute, 2026, pp. 14‒20. 
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ただし、この需要は対中包囲網への参加を意味しない。ASEAN諸国に⽶中いずれ
かの陣営への選択を迫るアプローチは、地域の⾃律性や ASEAN中⼼性を損ない、⽀
持を得にくい。⽇本の役割は、対中包囲網の形成ではなく、信頼されたパートナーと
して、ASEAN諸国の海洋法執⾏能⼒、MDA、証拠化・法的主張能⼒を連動させて⽀
援することにある12。 

さらに、⽀援⼿段の接続には制度上の制約もある。ODA と OSA を制度的に⼀体化
すれば、ODA の⾮軍事原則との緊張が⽣じる 13。したがって本稿では、各制度の原
則を維持した接続のあり⽅を⽰す。 

 
 

５ ⽇ ASEAN海洋法の⽀配⽀援プログラムの提案 
 

以上を踏まえ、⽇本は進化版 FOIP の下に「⽇ ASEAN海洋法の⽀配⽀援プログラ
ム」を創設すべきである。同プログラムは、ODA、OSA、防衛装備移転、海上保安
⽀援、MDA ⽀援、法制度整備⽀援を制度的に⼀体化するものではない。むしろ、各
制度の原則を維持したまま、監視・証拠化・主張・発信・執⾏という共通の法執⾏プ
ロセスに沿って各⽀援の成果を連動させる運⽤枠組みである。これにより、ODA を
軍事⽀援に転化させることなく、⾮軍事原則を維持しながら、安全保障能⼒・法執⾏
能⼒強化との接続が可能となる。 

具体的には、第⼀に、MDA・監視能⼒を強化する。海洋監視システム、船舶⾃動
識別装置（AIS）、衛星情報、巡視船等により、海警船・⺠兵船等の動向を継続的に把
握し、グレーゾーン⾏為の主体、位置、航跡を明確化する。 

⼀⽅で、装備やシステムの供与だけでは、法執⾏能⼒は⼗分に⾼まらない。ソフト
⾯の協⼒を伴って初めて、これらは沿岸国が国際法上の権利を現場で⾏使する能⼒へ
と転化する。 

そのため、第⼆に、証拠化・主張・発信能⼒を強化する。監視で得た情報を保存・
分析し、沿岸国の国内法およびUNCLOS 上の権利に基づく海上法執⾏、外交抗議、
国際的⼿続に⽤いる能⼒を⽀援する。ここでいう主張とは、権利侵害を法的に構成す
る能⼒であり、発信とは、その事実関係と法的評価を国際社会に可視化する能⼒であ

 
12 Cf., Ibid., pp. 48, 66. 
13 開発協⼒⼤綱の改定に関する有識者懇談会「開発協⼒⼤綱の改定に関する有識者懇談会 報
告書」2022 年 12 ⽉、11 ⾴。同報告書は、平和主義を掲げる⽇本として、軍事的⽤途及び国
際紛争助⻑への使⽤を回避する「⾮軍事原則」は新⼤綱においても堅持すべきである⼀⽅、海
上保安能⼒の強化や法執⾏機関の活動への⽀援に開発協⼒が果たす役割は⼤きいと指摘してい
る。 



 5 

る。これにより威圧的⾏為を、国際法上問題のある⾏為として構成できる。第三に、
対象国ごとの能⼒診断に基づき、各⽀援⼿段の役割を明確化する。ODA は海上保安
機関の法執⾏・制度構築を、OSA は軍・国防当局のMDA・警戒監視を、防衛装備移
転は哨戒・監視を、法制度整備⽀援は証拠保全や法的主張形成を補完する。 
これらを、ODA の⾮軍事原則との整合性を維持するために、ODA と OSA を制度

的に⼀体化するのではなく、監視・証拠化・主張・発信・執⾏の連鎖を完成させる政
策パッケージとして接続し、運⽤すべきである。 

実施にあたっては、AOIP14の ASEAN中⼼性と包摂性を尊重し、特定国を封じ込め
る安全保障連合ではなく、沿岸国が UNCLOS 上の権利を⾃律的に守るための法の⽀
配⽀援として位置づけるべきである。体制⾯では、外務省を窓⼝としつつ、国家安全
保障局等の省庁横断調整機能を活⽤し、ODA、OSA、海上保安⽀援、MDA・警戒監
視協⼒、JICA研修を案件ごとに接続する。これにより軍事⾊を抑えながら、監視か
ら証拠化、主張、発信、執⾏までを⼀体的に⽀援できる。 
 
 
６ おわりに 
 

法の⽀配を守るとは、国際法の尊重を唱えることにとどまらない。南シナ海のようなグ
レーゾーンでは、沿岸国が UNCLOS 上の権利を監視・証拠化・主張・発信・執⾏できな
ければ、法は現場で実効性を失う。 

「⽇ ASEAN 海洋法の⽀配⽀援プログラム」は、進化版 FOIP を踏まえ、ODA の⾮軍
事原則との整合性を維持しながら、各⽀援⼿段を法執⾏プロセスに沿って機能的に接続す
る政策である。これにより、グレーゾーン⾏為を可視化し、政治的・外交的コストを⾼め
ることで、法の⽀配に基づく国際秩序を現場から⽀えることができる。 

ただし、この構想が対中包囲網として受け⽌められれば、ASEAN 諸国の⽀持は得られ
ず、地域の分断を深めかねない。⽇本は、法の⽀配を特定国への対抗⼿段としてではな
く、分断を超えて国際秩序を⽀える普遍的原則として⽰す必要がある。その説得⼒は、⽇
本⾃⾝が国際法を遵守し、相⼿国を問わず同じ原則を貫く姿勢によって⽀えられる。この
課題を引き受けてこそ、⽇本は「法を語る国」にとどまらず、「法を使える⼒を⽀える
国」へと役割を発展させることができよう。 

 
14 AOIP とは、2019 年に ASEAN が採択した「インド太平洋に関する ASEANアウトルック
（ASEAN Outlook on the Indo-Pacific）」を指す。 


